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2021 年 7 月 

 

親子の面会交流を実現する全国ネットワーク 

 代表 武田 典久 

養育費・面会交流に関する関連調査に関して 

令和３年３月３０日の第１回会議以降、事務当局より表記関連資料を提供いただきまし

た。提供された各種調査結果より養育費・面会交流の取り決め、実施状況に関する結果を

抽出、整理をいたしました。また、提供された資料以外の調査結果もこの機会に紹介をさ

せていただこうと考え、参考資料として提出させていただきます。 

委員・幹事の皆様におかれましては、ご一読いただきたく、お願い申し上げます。 

 

記 

 

１．養育費・面会交流の取り決め及び実施状況  

（１）平成２８年度全国ひとり親世帯等結果 

平成２３年度全国母子世帯等調査結果及び平成２８年度全国ひとり親世帯等調査結果（部

会参考資料１－７、以下「平成２８年度厚労省ひとり親調査」と略す）より養育費・面会

交流の取り決め状況と実施状況は以下のとおりです。 

平成２４年に民法７６６条が改正施行されましたが、改正前後の調査結果からは養育費・

面会交流ともに改善はなされていないことがおわかりいただけると存じます。 

  取決めの状況 実施状況 

平成 23 年度 平成 28 年度 平成 23 年度 平成 28 年度 

取決めあり 取決めあり 現在も履行 現在も履行 

養育費 母子 37.7% 42.9% 19.7% 24.3% 
父子 17.5% 20.8% 4.1% 3.2% 

面会交流 母子 23.4% 24.1% 27.7% 29.8% 
父子 16.3% 27.3% 37.4% 45.5% 

 

（２）協議離婚に関する実態調査結果の概要 

法務省より協議離婚に関する調査結果を提供いただきました（部会参考資料２－１、以下 

法制審議会家族法制部会 

参考資料 
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「協議離婚に関する法務省調査」と略す）。 

協議離婚に関しては、これまでデータがなかったため、引き続き、分析をしていきたいと

考えておりますが、まずは、平成２８年度厚労省ひとり親調査同様、養育費・面会交流の

取り決め状況、実施状況に関して抽出をいたしました。 

①別居時 

（ア）取り決めの状況 

別居前の話合い有無に関しては下表のとおりです（Q17）。※カッコ内は件数 

話合いをした 話合いをしていない 合計 
66.3% 
(285) 

33.7% 
(145) 

100% 
(430) 

 

（イ）婚姻費用・面会交流の話合い 

別居前の話合いでの合意状況は下表のとおりです（婚姻費用：Q18-3、面会交流：Q18-
4））。※カッコ内は件数 

 合意できた 合意できなかった 話し合っていない 合計 
婚姻費用 50.5% 

(144) 
24.6% 
(70) 

24.9% 
(71) 

100% 
(285) 

面会交流 38.6% 
(110) 

23.5% 
(67) 

37.9% 
(108) 

100% 
(285) 

 

（ウ）婚姻費用・面会交流の実施 

別居後の婚姻費用・面会交流の実施状況は以下のとおりです。詳細回答は部会参考資料２

－１をご参照ください（婚姻費用：Q28、面会交流：Q32-4）。※カッコ内は件数 

 定期的に履行 
※不定期履行含む 

途絶えた 
※しばらくしてあった

を含む 

まったく 
なかった 

合計 

婚姻費用 52.8% 
(227) 

8.8% 
(38) 

38.4.% 
(165) 

100% 
(430) 

面会交流 58.6% 
(252) 

N/A 36.0% 
(155) 

94.6% 
(407) 

※430 件に満たない 23 件は「わからない」との回答 

②離婚時 

（ア）養育費・面会交流の取り決め 
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離婚時の養育費・面会交流の取り決めの状況は以下のとおりです。詳細回答は部会参考資

料２－１をご参照ください（養育費：Q41-1、面会交流：Q41-2）。※カッコ内は件数 

 決めて 
いない 

口約束 書面 公正証書 裁判所の 
調停・審判 

合計 

養育費 21.5% 
(215) 

31.5% 
(315) 

20.6% 
(206) 

23.4% 
(234) 

3.0% 
(30) 

100% 
(1000) 

面会交流 29.0% 
(290) 

32.5% 
(325) 

17.0% 
(170) 

19.4% 
(194) 

2.1% 
(21) 

100% 
(1000) 

 

（イ）養育費・面会交流の実施 

離婚時の養育費・面会交流の実施状況は以下のとおりです。詳細回答は部会参考資料２－

１をご参照ください（養育費：Q41-2-1、面会交流：Q41-2-2）。なお、以下の数値は養育

費・面会交流を取り決めた回答者を対象にしてます。※カッコ内は件数 

 定期的に履行 
※不定期履行含む 

途絶えた 
※しばらくしてあった 

まったくなかった 合計 

養育費 73.1% 
(574) 

10.8% 
(85) 

16.1% 
(126) 

100% 
(785) 

面会交流 59.7% 
(424) 

19.1% 
(135) 

21.3% 
(151) 

100% 
(710) 

 

（３）平成２８年度厚労省ひとり親調査と協議離婚に関する法務省調査の比較 

両調査はそもそも調査時期及び調査対象者も異なりますが（平成２８年度厚労省ひとり親

調査は離婚種別を問わないもの、協議離婚に関する法務省調査は協議離婚のみを対象とす

るもの）、結果として一定の差異が認められます。 

①離婚前の取り決めに関して、平成２８年度厚労省調査では養育費の取り決め状況は４

２．９％（母子世帯）に対し、協議離婚に関する法務省調査では７８.５％は取決めをし

ています。また、面会交流の取り決めに関しても、平成２８年度厚労省調査では面会交流

の取り決め状況は２４．１％（母子世帯）に対し、協議離婚に関する法務省調査では７

１.０％が取決めをしています。 

②離婚後の養育費の支払いに関して、平成２８年度厚労省調査では養育費を「現在も受け

ている」は２４．３％（母子世帯）に対し、協議離婚に関する法務省調査では５１.４％

が「定期的にあった」と回答しています（※）。また、面会交流の取り決めに関しても、

平成２８年度厚労省調査では面会交流を「今も履行している」のは２９．８％（母子世

帯）に対し、協議離婚に関する法務省調査では２６.８％が「定期的にあった」と回答し

ています（※）。 

※Q41-2-1 の「定期的にあった」回答数 514/調査対象者数 1000=51.4% 
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※Q41-2-2 の「定期的にあった」回答数 268/調査対象者数 1000=26.8% 

③両調査の差異に関しては、継続して分析することが必要かと思います。 

なお、今回の資料には記載していませんが、養育費・面会交流ともには概ね３年以内で途

絶えている事実も明らかになっています。合意した養育費・面会交流が途絶える時期、理

由に関しても分析をし、継続的な履行がなされる対策を検討する必要があります。 

 

２．家事手続きを利用した場合の合意・裁判所決定の状況 

家庭裁判所の家事手続きを利用した場合の調査結果は以下のとおりです（部会参考資料２

－１１より）。 

（１）養育費 

７０％以上が合意もしくは認容されており、却下・取下げは２０％未満で推移。 

 

（集計元データ）

 

■子の監護に関する処分事件（養育費）・終局区分別件数（全家庭裁判所）※司法統計データより

終局総数 17,898    100.0% 18,482    100.0% 18,152    100.0% 17,707    100.0% 17,784    100.0% 17,929    100.0% 17,697    100.0% 17,133    100.0% 16,575    100.0% 16,206    100.0%
認容 2,100      11.7% 2,140      11.6% 2,170      12.0% 1,983      11.2% 1,779      10.0% 1,838      10.3% 1,728      9.8% 1,591      9.3% 1,482      8.9% 1,613      10.0%
調停成立 11,770    65.8% 12,277    66.4% 11,976    66.0% 11,637    65.7% 11,784    66.3% 11,677    65.1% 11,541    65.2% 11,071    64.6% 10,539    63.6% 10,085    62.2%
認容・調停成立 13,870    77.5% 14,417    78.0% 14,146    77.9% 13,620    76.9% 13,563    76.3% 13,515    75.4% 13,269    75.0% 12,662    73.9% 12,021    72.5% 11,698    72.2%
却下 304         1.7% 410         2.2% 405         2.2% 394         2.2% 344         1.9% 313         1.7% 322         1.8% 299         1.7% 302         1.8% 283         1.7%
取下げ 3,422      19.1% 3,311      17.9% 3,109      17.1% 2,910      16.4% 2,956      16.6% 2,968      16.6% 2,795      15.8% 2,792      16.3% 2,789      16.8% 2,670      16.5%
却下・取下げ 3,726      20.8% 3,721      20.1% 3,514      19.4% 3,304      18.7% 3,300      18.6% 3,281      18.3% 3,117      17.6% 3,091      18.0% 3,091      18.6% 2,953      18.2%
調停に代わる審判 0.0% 0.0% 158         0.9% 446         2.5% 584         3.3% 833         4.6% 995         5.6% 1,081      6.3% 1,181      7.1% 1,312      8.1%
その他 302         1.7% 344         1.9% 334         1.8% 337         1.9% 337         1.9% 300         1.7% 316         1.8% 299         1.7% 282         1.7% 243         1.5%
支払い認容・合意 13,045    72.9% 13,514    73.1% 13,412    73.9% 13,034    73.6% 13,068    73.5% 13,407    74.8% 13,152    74.3% 12,615    73.6% 12,025    72.5% 11,880    73.3%

平成29年 平成30年 令和元年 令和2年平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年
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（２）面会交流 

５０％程度が合意もしくは認容されており、却下・取下げは３０％前後で推移。 

 

（集計元データ） 

 

 

 

 

 

 

■子の監護に関する処分事件（面会交流）・終局区分別件数（全家庭裁判所）※司法統計データより

終局総数 7,965      100.0% 8,828      100.0% 9,652      100.0% 10,563    100.0% 11,113    100.0% 11,482    100.0% 11,843    100.0% 11,866    100.0% 12,034    100.0% 10,776    100.0%
認容 565         7.1% 618         7.0% 782         8.1% 883         8.4% 864         7.8% 932         8.1% 831         7.0% 910         7.7% 949         7.9% 804         7.5%
調停成立 4,568      57.4% 5,124      58.0% 5,674      58.8% 6,283      59.5% 6,790      61.1% 7,020      61.1% 7,235      61.1% 7,169      60.4% 7,094      58.9% 6,227      57.8%
認容・調停成立 5,133      64.4% 5,742      65.0% 6,456      66.9% 7,166      67.8% 7,654      68.9% 7,952      69.3% 8,066      68.1% 8,079      68.1% 8,043      66.8% 7,031      65.2%
却下 240         3.0% 204         2.3% 163         1.7% 192         1.8% 179         1.6% 172         1.5% 158         1.3% 173         1.5% 201         1.7% 182         1.7%
取下げ 2,460      30.9% 2,687      30.4% 2,828      29.3% 2,894      27.4% 2,872      25.8% 2,940      25.6% 3,070      25.9% 3,021      25.5% 3,063      25.5% 2,926      27.2%
却下・取下げ 2,700      33.9% 2,891      32.7% 2,991      31.0% 3,086      29.2% 3,051      27.5% 3,112      27.1% 3,228      27.3% 3,194      26.9% 3,264      27.1% 3,108      28.8%
調停に代わる審判 0.0% 0.0% 8              0.1% 62            0.6% 160         1.4% 211         1.8% 287         2.4% 374         3.2% 481         4.0% 459         4.3%
その他 132         1.7% 195         2.2% 197         2.0% 249         2.4% 248         2.2% 207         1.8% 262         2.2% 219         1.8% 246         2.0% 178         1.7%
直接交流認容・合意 3,934      49.4% 4,474      50.7% 4,966      51.5% 5,562      52.7% 5,946      53.5% 6,195      54.0% 6,325      53.4% 6,336      53.4% 6,231      51.8% 5,530      51.3%
※上記「直接交流認容・合意」は「長期休暇のみ」などを除いています。

平成29年 平成30年 令和元年 令和2年平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年
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３．債務名義がある場合の養育費・面会交流の履行状況 

債務名義の取得後、養育費支払い、面会交流がどの程度履行されているかを調査した結果

を紹介します。このデータは、２０１４年に日弁連が家庭裁判所の調停利用者を対象にア

ンケートを実施、同年９月２０日に行われた第２６回司法制度シンポジウムで公開された

ものです。 

（１）養育費 

①養育費の支払い状況（問２４） 

合意通りの 
支払いあり 

不十分な 
支払いだった 

全く支払い 
がない 

合計 

52% 
(67) 

35% 
(45) 

13% 
(17) 

100% 
(129) 

②支払いを受けられない結果どうしたか（問２５） 

相手に督促 履行勧告・ 
履行命令を利用 

強制執行 何もしていない その他 合計 

26% 
(21) 

20% 
(16) 

13% 
(11) 

32% 
(26) 

9% 
(7) 

100% 
(81) 

③問２５の手段の結果養育費の支払いは受けられたか（問２６） 

全額 
支払いあり 

一部 
支払いあり 

全く 
支払いなし 

合計 

32% 
(※) 

39% 
(※) 

29% 
(※) 

100% 
(※) 

※元資料に件数の記載なし 

⇒養育費に関しては、債務名義を取得していれば、不履行になっても督促行為を行うこと

により、一定程度の回収が期待できる。 

（２）面会交流 

①調停で合意した面会交流はできているか（問３２） 

合意通り 
できている 

ほぼできている 全くできていない 合計 

24% 
(27) 

32% 
(36) 

44% 
(49) 

100% 
(112) 

 

②面会交流に関しては、履行されない場合の対応に関する設問はない。 

⇒面会交流に関しては、債務名義を取得していても不履行になる確率が極めて高く、履行

を督促する手段も限定されている。 
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（添付資料） 

・日本弁護士連合会主催 第２６回司法シンポジウム  

市民にとって本当に身近で利用しやすい司法とは─民事裁判と家庭裁判所の現場から─ 

https://www.nichibenren.or.jp/library/ja/jfba_info/organization/data/shihousympo_140920.pdf 

家庭裁判所の実情報告、調停利用者アンケ―ト

https://www.nichibenren.or.jp/library/ja/jfba_info/organization/data/26th_shihosympo_2-3.pdf 

 

以上 


























